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1― 1年後の外出行動や働き方は?

　コロナ禍も3年目となり、当初と比べれ

ば感染防止対策と社会経済活動の両立が

図られるようになってきた。依然として先

行きは不透明ではあるが、消費者は今後を

どのように捉えているのだろうか。

　ニッセイ基礎研究所が20～74歳を対

象に実施した調査*1では、1年後もマス

ク着用などの新しい生活様式が定着して

いることについて、そう思うと回答した割

合は2021年12月で72.2%を占め、7月

（66.3%）より上昇している［図表1］。背景

には、12月の調査時点では国内の感染者

数はまだ抑えられていたが、海外ではオミ

クロン株による爆発的な感染拡大が進行

していたことなどがあるのだろう。

　外出行動の再開については、12月では

店舗での買い物は50.6%、外食や友人・

知人と会うこと、旅行・レジャーは約4割

がそう思うと答えている。いずれも7月よ

り低下しており、特に友人・知人と会うこ

とで低下幅が大きい。

　つまり、生活者の約4割は1年後に外出

行動が再開していると考えているが、肯定

的な見方は弱まっている。ウイルスの変異

種が次々と登場することで、感染状況下で

は同居家族以外とのコミュニケーション

に制約を感じる生活者も多いのだろう。

　働き方については、12月では出張が減

り遠隔地とのオンライン会議が増えるこ

とについては45.4%、テレワークと併用

した働き方が主流になることについては

38.7%がそう思うと答えており、どちら

も7月と同程度である。一方、勤め先での

飲み会や会食の再開については12月で

27.5%と、他項目と比べてそう思う割合は

低く、また、7月より低下している。

　つまり、テレワークの浸透についての見

方は7月の時点で既にある程度定まって

いたが、長引くコロナ禍で職場での食事を

介したコミュニケーションについては肯定

的な見方は弱まっているようだ。

2―属性別に見た外出行動再開の予測
　12月の調査結果について性別に見る

と、新しい生活様式の定着について、そう

思う割合は女性（79.0%）が男性（65.3%）

を1割以上上回る［図表2］。これは、女性

の方が男性より感染不安が強いためだろ

う。当調査では感染による健康状態の悪

化や世間からの偏見や中傷などの各種不

安の度合いも捉えているのだが、女性が

男性を上回る項目が多い。

　外出行動の再開について、そう思う割合

は、いずれも女性が男性を上回り、外食や

店舗での買い物、公共交通機関の利用、友

人・知人と会うことで差がひらく。

　つまり、女性の方が男性より1年後に外

出行動が再開すると思っている。なお、昨

年の秋以降、感染状況が改善した時期

に再開した外出行動をたずねた結果で

も、女性の方が積極的に行動を再開してい

た*2。この背景には、従来から女性の方が
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り就業率が低く、比較的時間のゆとりがあ

ることなどがあげられる。

　年代別に見ると、新しい生活様式の定

着について、そう思う割合は高年齢ほど高

く、70～74歳（86.6%）では最も低い20

歳代（63.3%）を2割以上上回る。長引く

コロナ禍で、やはり重篤化リスクの高い高

年齢層ほど今後とも感染予防対策の必要

性を強く感じているようだ。

　外出行動の再開については、そう思う割

合は40歳代前後を底に、シニア層と若者

で高い傾向がある。

　この背景には、シニアは無職が多く、若

者は学生も含まれるため、どちらも比較的

時間のゆとりがあるために行動再開に積

極的であることに加えて、シニアはコロナ

禍で外出自粛傾向が強いために期待感が

強いこと、若者は感染による重篤化リスク

が低いことから外出行動に積極的である

ことなどがあげられる。

3―属性別に見た働き方の予測
　働き方については、出張が減りオンライ

ン会議が増えることについても、出社が減

りテレワーク併用が主流になることについ

ても、そう思う割合は女性が男性を上回る

［図表3］。

　つまり、女性の方が男性よりテレワーク

が浸透すると考えているが、その背景に

は、女性の方がテレワークへの期待感が強

いことがあげられる。従来から、女性の方

が男性より仕事と家庭を両立する上で家

事や育児の負担が大きいことは各所で指

摘されている。なお、当調査では就業者に

対してテレワークが浸透して在宅勤務が増

えることについての意識も捉えているの

だが、女性の方がそう思う割合が高い項目

には「人間関係のストレスが減る」や「郊外

居住が増える」、「時間管理型から成果主義

の報酬体系へと変わる」、「都合の良い時間

に働きやすくなる」などがある。

　一方、勤め先での飲み会や会食の再開

については、そう思う割合は男女とも3割

弱で同程度である。

　年代別に見ると、テレワークと併用した

働き方が主流になることについては、そう

思う割合は年代による大きな違いは見ら

れず、いずれも約4割を占める。

　一方、出張が減りオンライン会議が増え

ることについては、そう思う割合は30歳

代以上では高年齢層ほど高い。

　また、コロナ前のように勤め先で飲み会

等が実施されることについては、そう思う

割合は50歳代を底に若い年代や高年齢層

ほど高い傾向がある。この背景には消費行

動の再開でも述べた通り、若者は重篤化リ

スクが低いために飲み会等にも積極的で

あり、期待感が強いことがあげられる。シニ

ア層については無職が多いために、自分自

身のことというよりも世間一般のことを想

定して回答した者が多い影響があるだろう。

　就業形態別に見ると（図略）、非正規雇

用者や自営業より正規雇用者、特に管理

職以上でテレワークが浸透するという見

方が強い。これは、非正規雇用者や自営業・

自由業では、正規雇用者と比べてテレワー

クの対応が難しい対面型サービス業の従

事者が多いこと、また、正規雇用者の中で

も管理職以上は組織においてテレワーク

を推進する立場にある者が多いことに加

えて、在宅勤務の利用をはじめ日頃の業務

における裁量の幅が大きく、現場業務が比

較的少ないために在宅勤務を活用しやす

いことなどがあげられる。

　勤め先での飲み会等の再開について

も、同様に正規雇用者の管理職以上で

肯定的な見方が強く、そう思う割合は

40.3%を占める。テレワークが浸透する

と考えているだけに、管理職としては職場

でのコミュニケーションの大切さも同時

に感じているのかもしれない。

4―おわりに
　本稿では、消費者にマスク着用など新

しい生活様式の定着や外出行動の再開状

況、テレワークの浸透などの働き方変化

の予測をたずねた結果を見てきたが、こ

の中で働き方については不可逆的な変化

と言える。テレワークの浸透は、コロナ禍

前から「働き方改革」にて推進されてきた

流れがあり、コロナ禍が契機となって加速

し、今後も技術革新等によって一層、進化し

ていくと見られる。

　一方で生活習慣や外出行動について

は、今後の感染状況の推移や、ワクチンや

治療薬などの対応で、どの程度、制御が可

能となっていくのかに大きく影響される。

　消費行動の中にはネットショッピング

や中食需要の高まりなど、働き方と同様

にコロナ禍前からの変化が加速したもの

もある。しかし、旅行や外食、会いたい人と

会うことなどは、その時、その場所で、そこ

でしか感じられない空気を、臨場感を持っ

て、五感で楽しむこと自体が目的の行動だ。

　将来的にはメタバースやバーチャル・リ

アリティの進展で、現在のリアル行動の

代替手段の水準は格段に上がり、新たな

付加価値を持つ形にも成長していくだろ

う。一方で、1年後、3年後の近い将来にお

いては、今後のウイルスの制御状況次第で

は、むしろリアルの価値が再認識されるこ

とで、大きく揺り戻しが生じる可能性もあ

る。特に、コロナ禍で人との交流に制約が

ある中では、リアル・コミュニケーション

を楽しむ場への需要が強いのではないか。
［*1］2020年6月からおよそ3ヶ月毎に実施。調査対
象は全国に住む20～74歳の男女、インターネット調
査、株式会社マクロミルのモニターを利用。
［*2］久我尚子「感染拡大収束後の消費行動」、ニッセ
イ基礎研究所、基礎研レター（2022/2/4）
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